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(57)【要約】
【課題】本発明は、弾性力の変化が小さい弾性構造及び
該弾性構造を用いた挟持装置を提供することを目的とす
る。
【解決手段】本発明に係る弾性構造は、バネと、第一案
内溝と、第一案内溝に対して垂直に設けられた第二案内
溝と、第一支持板と、第二支持板と、固定板と、第一滑
動部材と、第二滑動部材と、連動部材と、を備える。第
二支持板は、第一支持板と固定板とに垂直に連接され、
第一支持板に設置され、第二案内溝は、第二支持板に設
置され、連動部材の一端は第一滑動部材に回転可能に連
接され、他端は第二滑動部材に回転可能に連接され、物
体が、第一案内溝の案内方向に沿って第一滑動部材に第
二案内溝に対面する推力を加えると、バネが弾性変形し
、第一滑動部材は、物体に反作用力を加え、第一滑動部
材が静止の状態又は等速運動の状態である時、反作用力
と推力との大きさは同じであるが、方向は相反する。又
、本発明は、挟持装置にも関する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　バネと、第一案内溝と、前記第一案内溝に対して垂直に設けられた第二案内溝と、第一
支持板と、第二支持板と、固定板と、前記第一案内溝に設置された第一滑動部材と、前記
第二案内溝に設置された第二滑動部材と、連動部材と、を備えた弾性構造であって、
　前記第二支持板は、前記第一支持板と前記固定板とに垂直に連接され、前記第一案内溝
は、前記第一支持板上に設置され、前記第二案内溝は、前記第二支持板上に設置され、前
記第一案内溝の延長線と前記第二案内溝の延長線とは互いに交差し、前記連動部材の一端
は、前記第一滑動部材に回転可能に連接され、他端は、前記第二滑動部材に回転可能に連
接され、物体が、前記第一案内溝の案内方向に沿って、前記第一滑動部材に対して、前記
第二案内溝に対面する推力を加えると、前記バネが弾性変形し、前記第一滑動部材は、前
記物体に反作用力を加え、前記第一滑動部材が静止の状態又は等速運動の状態である時、
前記反作用力と前記推力との大きさは同じであるが、方向は相反することを特徴とする弾
性構造。
【請求項２】
　前記第一滑動部材の前記第一案内溝に対面する表面には、少なくとも１つの第一ローラ
ーが設置され、前記第二滑動部材の前記第二案内溝に対面する表面には、少なくとも１つ
の第二ローラーが設置されることを特徴とする請求項１に記載の弾性構造。
【請求項３】
　前記第一案内溝の前記第一滑動部材に接触する表面及び前記第二案内溝の前記第二滑動
部材に接触する表面は、滑らかな表面であることを特徴とする請求項１または２に記載の
弾性構造。
【請求項４】
　当接板と、挟持部と、弾性構造と、を備える挟持装置であって、
　前記弾性構造は、バネと、第一案内溝と、前記第一案内溝に対して垂直に設けられた第
二案内溝と、第一支持板と、第二支持板と、固定板と、前記第一案内溝に設置された第一
滑動部材と、前記第二案内溝に設置された第二滑動部材と、連動部材と、を備え、前記第
二支持板は、前記第一支持板と前記固定板とに垂直に連接され、前記第一案内溝は、前記
第一支持板上に設置され、前記第二案内溝は、前記第二支持板上に設置され、前記第一案
内溝の延長線と前記第二案内溝の延長線とは、互いに交差し、前記連動部材の一端は、前
記第一滑動部材に回転可能に連接され、他端は、前記第二滑動部材に回転可能に連接され
、前記挟持部は、前記第一滑動部材により押し付けられた状態で設けられ且つ前記第二案
内溝に対面して設置され、物体が、前記挟持部と当接板との間に挟持されて前記第一案内
溝の案内方向に沿って、前記第一滑動部材に前記第二案内溝に対面する推力を加えると、
前記バネが弾性変形し、前記第一滑動部材は、前記物体に反作用力を加え、前記第一滑動
部材が静止の状態又は等速運動の状態である時、前記反作用力と前記推力との大きさは同
じであるが、方向は相反することを特徴とする挟持装置。
【請求項５】
　前記挟持部の前記当接板に対面する表面には、前記物体を収容するために用いられる凹
溝が設けられていることを特徴とする請求項４に記載の挟持装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、弾性構造及び該弾性構造を用いた挟持装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　現在の電子装置の電池溝には、バネが設置されており、電池を前記電池溝へ入れる際は
、このバネの反作用の力を利用して電池を前記電池溝に固定させる。従来のバネの弾性力
は、自身の弾性変形量と正比例する。つまり、弾性変形量が大きければ大きいほど弾性力
も大きい。しかし異なるメーカーが生産することによって起こる電池の大きさの差や、使
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用する過程において発生する熱膨脹等で電池の体積が大きくなることがあり、バネが電池
に加わる弾性力が大きくなってしまう。従って、電池が変形し易く、電池の性能にまで影
響を及ぼす。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　本発明の目的は、前記課題を解決し、弾性力の変化が小さい弾性構造及び該弾性構造を
用いた挟持装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本発明に係る弾性構造は、バネと、第一案内溝と、前記第一案内溝に対して垂直に設け
られた第二案内溝と、第一支持板と、第二支持板と、固定板と、前記第一案内溝に設置さ
れた第一滑動部材と、前記第二案内溝に設置された第二滑動部材と、連動部材と、を備え
る。前記第二支持板は、前記第一支持板と固定板とに垂直に連接され、前記第一案内溝は
、前記第一支持板上に設置され、前記第二案内溝は、前記第二支持板上に設置され、前記
第一案内溝の延長線と前記第二案内溝の延長線とは互いに交差し、前記連動部材の一端は
、前記第一滑動部材に回転可能に連接され、他端は、前記第二滑動部材に回転可能に連接
され、物体が、前記第一案内溝の案内方向に沿って、前記第一滑動部材に対して、前記第
二案内溝に対面する推力を加えると、前記バネが弾性変形し、前記第一滑動部材は、前記
物体に反作用力を加え、前記第一滑動部材が静止の状態又は等速運動の状態である時、前
記反作用力と前記推力との大きさは同じであるが、方向は相反する。
【０００５】
　本発明に係る挟持装置は、当接板と、挟持部と、弾性構造と、を備える。前記弾性構造
は、バネと、第一案内溝と、第一案内溝に対して垂直に設けられた第二案内溝と、第一支
持板と、第二支持板と、固定板と、前記第一案内溝に設置された第一滑動部材と、前記第
二案内溝に設置された第二滑動部材と、連動部材と、を備える。前記第二支持板は、前記
第一支持板と固定板とに垂直に連接され、前記第一案内溝は、前記第一支持板上に設置さ
れ、前記第二案内溝は、前記第二支持板上に設置され、前記第一案内溝の延長線と第二案
内溝の延長線とは、交差し、前記連動部材の一端は、前記第一滑動部材に回転可能に連接
され、他端は、前記第二滑動部材に回転可能に連接され、前記挟持部は、前記第一滑動部
材により押し付けられた状態で設けられ且つ前記第二案内溝に対面して設置され、物体が
、前記挟持部と当接板との間に挟持されて前記第一案内溝の案内方向に沿って、前記第一
滑動部材に前記第二案内溝に対面する推力を加えると、前記バネが弾性変形し、前記第一
滑動部材は、前記物体に反作用力を加え、前記第一滑動部材が静止の状態又は等速運動の
状態である時、前記反作用力と前記推力との大きさは同じであるが、方向は相反する。
【発明の効果】
【０００６】
　本発明の弾性構造及び該弾性構造を用いた挟持装置において、前記第一滑動部材の変位
が大きくなり、前記バネの弾性変形量が大きくなると、前記第一滑動部材が物体に加わる
反作用力の変化量は小さくなる。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】本発明の実施形態に係る挟持装置の組立斜視図である。
【図２】図１に示す本発明の実施形態に係る挟持装置の弾性構造が作動する前の状態を表
す図である。
【図３】図１に示す本発明の実施形態に係る挟持装置の弾性構造が力を受けた際の分析図
である。
【図４】図１に示す本発明の実施形態に係る挟持装置の弾性構造の弾性力と変位との曲線
関係図である。
【発明を実施するための形態】
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【０００８】
　以下、図面を参照して、本発明の実施形態について説明する。
【０００９】
　図１を参照すると、本発明の実施形態に係る挟持装置２００は、収容溝２０１と、前記
収容溝２０１に収容された挟持部２７０と、弾性構造１００と、を備える。本実施形態に
おいて、前記収容溝２０１は、電池溝である。
【００１０】
　前記収容溝２０１は、第一支持板２１０と、第二支持板２２０と、固定板２３０と、当
接板２６０と、を備える。前記第一支持板２１０と前記固定板２３０とは、互いに平行で
ある。前記第二支持板２２０は、前記第一支持板２１０と前記固定板２３０との間に位置
し、且つ前記第一支持板２１０及び前記固定板２３０に垂直に連接されている。また、前
記当接板２６０と前記第二支持板２２０とは、対向して設置される。本実施形態において
、前記当接板２６０は、前記第二支持板２２０に平行である。
【００１１】
　前記挟持部２７０は、前記弾性構造１００により圧迫されて設けられる。前記挟持部２
７０の前記当接板２６０に対面する表面には、「Ｖ」型の凹溝２８０が設けられている。
物体３００は、前記挟持部２７０の凹溝２８０と前記当接板２６０との間に挟持される。
本実施形態において、前記物体３００は、電池である。
【００１２】
　前記弾性構造１００は、第一案内溝２１１と、第二案内溝２２１と、第一滑動部材４０
と、第二滑動部材５０と、連動部材６０と、バネ７０と、を備える。前記第一案内溝２１
１は、前記第一支持板２１０上に設けられている。前記第二案内溝２２１は、前記第二支
持板２２０上に設けられている。前記第一案内溝２１１の案内方向と第二案内溝２２１の
案内方向とは、互いに垂直であり、前記第一案内溝２１１の延長線と第二案内溝２２１の
延長線とは、互いに交差する。
【００１３】
　前記第一滑動部材４０は、前記第一案内溝２１１に滑動可能に設置される。前記第二滑
動部材５０は、前記第二案内溝２２１に滑動可能に設置される。前記挟持部２７０は、前
記第一滑動部材４０によって押し付け状態で設けられ、前記第一滑動部材４０に前記第一
案内溝２１１の案内方向に沿って前記第二支持板２２０に対面する推力Ｆ１を加える（図
３を参照）。本実施形態において、前記第一滑動部材４０の前記第一支持板２１０に対面
する表面には、２つの第一ローラー４１が設置され、前記第二滑動部材５０の前記第二支
持板２２０に対面する表面には、２つの第二ローラー５１が設置される。これにより、前
記第一滑動部材４０と前記第一支持板２１０との間の摩擦力及び前記第二滑動部材５０と
前記第二支持板２２０との間の摩擦力を減少させることができる。また、前記第一ローラ
ー４１及び前記第二ローラー５１の数量は、本実施形態の数量に限定されない。
【００１４】
　前記バネ７０の一端は、前記固定板２３０に固定され、他端は前記第二滑動部材５０に
固定される。前記バネ７０が弾性的に変位する方向は、前記第二支持板２２０に平行であ
る。前記連動部材６０の一端は、前記第一滑動部材４０に回転可能に連接され、他端は、
前記第二滑動部材５０に回転可能に連接されており、前記連動部材６０と前記第二支持板
２２０との間には、夾角が形成される。
【００１５】
　図２は、前記弾性構造１００が作動する前の状態を表している。推力Ｆ１を加えない場
合、前記連動部材６０と前記第二支持板２２０との間の夾角は、αである。
【００１６】
　図３を参照すると、前記物体３００は、前記第一滑動部材４０に、前記第一案内溝２１
１の案内方向に沿って前記第二支持板２２０に対面する推力Ｆ１を加える。これにより、
前記推力Ｆ１が、前記連動部材６０及び前記第二滑動部材５０を介して、前記バネ７０に
伝わり、その後推力Ｆ１を得た前記バネ７０は、弾性変形し且つ弾性力を発生する。また
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、該弾性力は、前記第一滑動部材４０における前記推力Ｆ１に対抗する反作用力Ｆを発生
させる。前記第一滑動部材４０が、静止の状態又は等速運動の状態である時、前記反作用
力Ｆと前記推力Ｆ１との大きさは同じであるが、方向は相反する。前記第一案内溝２１１
は、自身に垂直な方向に沿って前記第一滑動部材４０に対して、第一支持力Ｎ１を加える
。前記バネ７０は、前記第二滑動部材５０に対して、前記第二案内溝２２１の案内方向に
沿って前記第一支持板２１０に向かう推力Ｆ２を加える。また、前記第二案内溝２２１は
、自身に垂直な方向に沿って前記第二滑動部材５０に対して、第二支持力Ｎ２を加える。
この時、前記連動部材６０と前記第二支持板２２０との間の夾角は、βである。前記第一
滑動部材４０が、前記第一案内溝２１１の案内方向へ且つ前記第二案内溝２２１へ移動す
る時のその変位（移動距離）をＳとする。前記連動部材６０の長さは、Ｌである。前記バ
ネ７０の弾性係数はＫである。摩擦力を考慮しない場合、各々の力は、以下の関係を有す
る。
【００１７】
Ｆ＝Ｆ１＝Ｎ２＝Ｆ２×ｔａｎβ＝Ｋ×Ｌ×［ｃｏｓβ－ｃｏｓα］×ｔａｎβ
【００１８】
Ｓ＝Ｌ×［ｓｉｎα－ｓｉｎβ］
【００１９】
　Ｋ及びＬは、不変な値であるため、Ｋ＝１０グラム重／ミリメートル（ｇｆ／ｍｍ）で
ある場合、Ｌ＝１０ｍｍであり、α＝８０度であり、βは７９度から５０度まで減少する
。表１は、前記反作用力Ｆ及び前記第一滑動部材４０が前記第一案内溝２１１の案内方向
に沿って移動した時の変位（移動距離）Ｓを表している。
【００２０】
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【表１】

【００２１】
　表１に示したように、βが７９度から６５度まで狭まると、Ｓは０．７８ｍｍまで大き
くなり、前記反作用力Ｆは、８．７９ｇｆから５３．２７ｇｆまで上がる。また、βが６
４度から５０度まで狭まると、Ｓは２．１８ｍｍまで大きくなり、前記反作用力Ｆは、５
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【００２２】
　図４は、表１による前記反作用力Ｆと変位Ｓとの曲線関係図である。前記反作用力Ｆは
、変位Ｓと正比例せず、変位Ｓの変化量が大きい場合、前記反作用力Ｆの変化量は小さい
。
【００２３】
　他の実施形態において、人又は物体が、比較的大きい力によって、前記第一滑動部材４
０に力を与える場合、前記弾性構造１００は、緩衝部材として、人又は物体を保護する。
【００２４】
　他の実施形態において、前記第一ローラー４１及び前記第二ローラー５１は、省略する
ことができる。
【００２５】
　他の実施形態において、前記固定板２３０は、前記第一支持板２１０に平行でなくても
よい。
【００２６】
　他の実施形態において、前記第一案内溝２１１と前記第一滑動部材４０との間及び前記
第二案内溝２２１と前記第二滑動部材５０との間の摩擦力を減少するために、前記第一案
内溝２１１の前記第一滑動部材４０に接触する表面及び前記第二案内溝２２１の前記第二
滑動部材５０に接触する表面は、滑らかな表面である。
【００２７】
　本発明の弾性構造及び該弾性構造を用いた挟持装置は、前記第一滑動部材の変位が大き
くなることに伴って、前記バネの弾性変形量が大きくなると、前記第一滑動部材が物体に
加える反作用力の変化量が小さくなる。
【００２８】
　以上、本発明を実施例に基づいて具体的に説明したが、本発明は、上述の実施例に限定
されるものではなく、その要旨を逸脱しない範囲において、種々の変更が可能であること
は勿論であって、本発明の保護範囲は、以下の特許請求の範囲から決まる。
【符号の説明】
【００２９】
４０　第一滑動部材
４１　第一ローラー
５０　第二滑動部材
５１　第二ローラー
６０　連動部材
７０　バネ
１００　弾性構造
２００　挟持装置
２０１　収容溝
２１０　第一支持板
２１１　第一案内溝
２２０　第二支持板
２２１　第二案内溝
２３０　固定板
２６０　当接板
２７０　挟持部
２８０　凹溝
３００　物体
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